

















第二次世界大戦における枢軸国の戦争犯罪の処罰をめぐっては，1945 年 8 月 8 日の英米
仏ソ 4 大国によるロンドン協定締結・国際軍事裁判所憲章成立，またそれらをふまえた同年











1946～1949 年の戦犯裁判と中国共産党による 1956 年の戦犯裁判とを，相互に断絶していた

























































者」「奸商輩」の範疇（カテゴリー）に加えて「1931 年 9 月 18 日の満州事変開始から 1945










かったが，報告のベースになった御論考 “Defining Colonial ‘War Crimes’: Korean Debates on 
Collaboration, War Reparations, and the International Military Tribunal for the Far East,” Ker-
sten von Lingen （ed.）, Conference Report: “Rethinking Justice? Decolonization, Cold War, and 
Asian War Crimes Trials after 1945”, Heidelberg （organizer: Dr. Kerstin von Lingen）, October 
26-29, 2014 では，委員会が提案した戦争犯罪の定義が，ニュルンベルク裁判及び東京裁判
の「平和に対する罪」や「人道に対する罪」のみならず「通例の戦争犯罪」をも超出した極
端なものであったのは明白であるとした上で，委員会の法案推進メンバーが「附日協力者」
たちを裁きにかけるためには，あえてそうした戦犯規定追加策に踏み込むことによって，
米/連合国の戦犯裁判政治を導入し，米軍に占領された南朝鮮の政治的景観が，かつての対
日協力行政官や旧植民地警察によって圧倒的に支配されている状況を打開する必要があった
という重要な脈略が類推されているのである。ひとえに戦犯規定化は，「附日協力者」「民族
反逆者」という旧植民地の内部問題（＝新国家形成途次の「国内」問題）を「国際化」する
ことにかかっていたことになろう。望蜀の感を述べれば，この英語論考においても多様な史
料的裏付けが欲しいところであるが，以上の推定が一つの有力な説得力をもっていることに
かわりはない。「日本では既に民主主義の実践により戦犯追放令を法制化し，軍国主義的要
素の粛清を断行している今現在，同じ米軍進駐地である南朝鮮では追放どころかむしろ戦争
を幇助した者たちが跳梁し，民族分裂の永久化や官権の乱用，経済破綻をひきおこしている
のであるから，マッカーサー司令官はすべからく朝鮮においても戦犯追放令を実施すべきで
ある」という，結びにかわる民主主義民族戦線談話引用も秀逸である。崔報告には，日本に
とっての「植民地責任」を再考するためにカイロ宣言がもつ重要な意味合いもあらためて想
起させるものがあった。
ヨーロッパ現代史の側からは，ニュルンベルク裁判と並行して，ナチ・ドイツに占領され
た地域で戦後おこなわれた各国戦犯裁判における，独人戦犯容疑者と対独協力者の裁き・量
刑のバランスという観点が，戦後処理問題におけるひとつの大きな論点を構成しているとい
えよう。先に掲げさせていただいた拙著『ニュルンベルク裁判』では，「対独協力者の裁き
のほうが早く開始された。それは対ドイツ人措置と比べ（司）法的障害がヨリ少なく処罰し
やすかった点も関わっていた。一方ドイツ人戦犯に対する裁判・処罰がヨリ遅滞したのは，
その合法性いかんに関する関心・懸念に制約され，引き延ばされることになった点も大きか
学習院大学国際研究教育機構研究年報　第 3 号
34
ったが，わけても国際軍事裁判（いわゆる「ニュルンベルク裁判」）の審判をまってから判
決を出そうという構えが各国にあったことも否定できない。ドイツ人戦犯のほうが対独協力
者に比べ，タイムラグを利点とし，新たな状況展開によっても利益を得た」との指摘をして
おり，報告者両氏にも比較戦犯裁判論的見地から伺ってみたのだが，どこまで東アジアの戦
犯問題史にも当てはまるような適切な問いかけであったかと反省している。
以上，当日の会場では非専門の分際で敢えて勝手な所感を言い募るコメントに終始し，今
回補足のほうがむしろ多いとさえ言わざるをえない新追加コメントを書き連ねた点について
も，研究講演者両先生と御聴講くださった皆様に御寛恕を願う次第である。
（しば　けんすけ　　東京女子大学特任教授）
